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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 367,520 368,055 369,734 737,387 737,530

経常利益 (百万円) 12,184 10,340 10,385 20,100 15,845

中間(当期)純利益 (百万円) 5,422 5,166 2,251 8,178 6,198

純資産額 (百万円) 197,573 203,035 210,863 200,798 208,249

総資産額 (百万円) 496,208 486,243 500,424 500,842 511,373

１株当たり純資産額 (円) 897.84 922.90 943.56 912.09 946.12

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 24.64 23.48 10.23 36.62 27.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.82 41.76 41.47 40.09 40.72

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 26,634 24,753 24,415 30,582 29,015

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,735 △17,562 △13,454 △29,101 △34,733

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,063 △5,455 △4,210 △11,900 6,693

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 67,301 50,761 56,999 49,052 50,208

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
21,842
[17,802]

21,488
[17,523]

21,273
[17,035]

21,294
[17,896]

21,021
[17,483]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 284,220 285,016 287,322 566,980 565,025

経常利益 (百万円) 11,185 9,081 9,201 17,205 13,389

中間(当期)純利益 (百万円) 4,877 4,721 4,759 6,091 5,629

資本金 (百万円) 11,014 11,014 11,014 11,014 11,014

発行済株式総数 (株) 220,282,860 220,282,860 220,282,860 220,282,860 220,282,860

純資産額 (百万円) 196,698 200,389 207,359 198,198 205,667

総資産額 (百万円) 398,572 388,251 402,587 398,708 409,091

１株当たり純資産額 (円) 893.87 910.87 942.73 900.45 934.56

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 22.17 21.46 21.64 27.32 25.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 12.00 12.00

自己資本比率 (％) 49.35 51.61 51.51 49.71 50.27

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
16,670
[8,508]

16,477
[8,619]

16,301
[8,491]

16,289
[8,606]

16,120
[8,601]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食品事業 20,456[16,708]

流通事業 758[ 299]

その他事業 59[  28]

合計 21,273[17,035]

従業員数(名) 16,301[ 8,491]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の一般経済環境は、高水準の企業収益を背景に設備投資が増加

し、米国や東アジア向けに輸出が増加するなど景気の緩やかな回復が続きましたが、個人消費はデジタ

ル家電などの耐久財が増加し、旅行取扱業や外食産業の好調もあり底堅く推移したものの、全国的な悪

天候の影響もあり、食料品などの小売業の売上は低調に推移しました。  

 パン業界にありましては、消費の伸び悩む市場環境下で販売単価が低迷するとともに、原油価格高騰

の影響もあり委託運賃などの販売経費が増加し、厳しい経営環境となりました。また、コンビニエンス

ストア業界におきましては、チェーン間の出店・販売競争に加え、ドラッグストアなど他業態との競合

も激化し、既存店売上の減少傾向が続く厳しい状況でありました。  

 このような情勢下にありまして、当社グループは、食品事業におきまして、各部門毎に市場動向に即

応した製品施策、営業施策を積極的に推進するとともに、工場・関係会社をグループ化してお客様のご

要望や地域市場の変化に対応できる体制づくりに取り組み、売上向上をめざしてまいりました。また、

流通事業におきましては、当社及びグループ各社とのチームマーチャンダイジングを強化し、お客様に

支持される商品の提供につとめてまいりました。  

 当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は3,697億34百万円（対前年同期比100.5％）、経

常利益は103億85百万円（対前年同期比100.4％）となりましたが、減損損失を計上したことにより中間

純利益は22億51百万円（対前年同期比43.6％）となりました。  

 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

〔食品事業〕  

①食パン部門（売上高453億77百万円、対前年同期比99.3％）  

 食パンは、主力の「超芳醇」シリーズや「ヤマザキ食パン」は好調に推移しましたものの、「ダブル

ソフト」、「新食感宣言」は低調でした。同業他社との競合激化による販売単価の下落もあり第１四半

期は売上が伸び悩みましたが、消費者ニーズに適合したハーフサイズの食パンを拡販するなどの対策を

講じ、４月以降、売上は回復傾向を示しました。  

②菓子パン部門（売上高1,429億52百万円、対前年同期比100.5％）  

 菓子パンは、新製品を投入した「ランチパック」シリーズが食材食パンの品質改善効果も加わり大き

く伸長するとともに、生地重量を増量したバターロールや「ずっしり小倉デニッシュ」などのペストリ

ーが順調に推移し、前年同期の売上を確保することができました。  

③和菓子部門（売上高310億61百万円、対前年同期比99.3％）  

 和菓子は、主力の串だんごやまんじゅう、大福類が好調に推移しましたが、中華まんが低迷し、前年

同期の売上を若干下回りました。  

④洋菓子部門（売上高386億21百万円、対前年同期比105.6％）  

 洋菓子は、納品体制の改善により「イチゴスペシャル」などのスナックケーキが大きく伸長したこと

に加え、新製品「シュースティックロング」の寄与によりシュークリームが回復し、主力の「まるごと

バナナ」などの生ケーキも順調に推移し、売上は好調でした。  

⑤調理パン・米飯類部門（売上高470億57百万円、対前年同期比101.5％）  

 調理パン・米飯類は、取扱店舗数減少の影響もあり米飯類が低迷しましたものの、新食材食パンを使



用したサンドイッチの伸長やコンビニエンスストア向けの製品対応強化により調理パンが好調に推移

し、部門全体では前年同期の売上を上回りました。  

⑥製菓・米菓・その他商品類部門（売上高367億83百万円、対前年同期比99.3％）  

 製菓・米菓・その他商品類は、ヤマザキ・ナビスコ㈱の「オレオ」や「ビッツサンド」の伸長により

ビスケットが好調でしたが、主力の「チップスター」の不振もあり、前年同期の売上を下回りました。 

 以上の結果、食品事業の売上高は3,418億54百万円（対前年同期比100.8％）、営業利益は98億81百万

円（対前年同期比100.5％）となりました。  

 

〔流通事業〕  

 ㈱デイリーヤマザキのコンビニエンスストア事業につきましては、当中間連結会計期間末の店舗数は

「デイリーヤマザキ」1,459店（前中間連結会計期間末に対し９店増）、「ヤマザキデイリーストア

ー」 308店（前中間連結会計期間末に対し135店減）となり、旧来型の店舗を中心に不採算店を閉鎖し

たことにより総店舗数は1,767店（前中間連結会計期間末に対し126店減）となりました。  

 デイリーホット事業につきましては、高付加価値商品の開発や店内製造効率の向上に取り組み、当中

間連結会計期間末の導入店舗数は287店（前中間連結会計期間末に対し74店増）となりました。  

 店舗数の減少や天候不順の影響により減収となりましたが、コスト低減による収益改善につとめまし

た結果、流通事業の売上高は273億18百万円（対前年同期比96.9％）、営業損失は１億29百万円（前中

間連結会計期間は６億92百万円の営業損失）となりました。  

 

〔その他事業〕  

 その他事業の売上高は５億61百万円（対前年同期比87.9％）、営業利益は87百万円（対前年同期比

139.7％）となりました。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、569億99百万円となり、前中間連結会計期間末

に比べて62億38百万円の増加となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益63億32

百万円に加え、減価償却費125億２百万円、売上債権の減少額134億82百万円などにより244億15百万円

のプラスとなりましたが、前中間連結会計期間に対しては、３億37百万円収入が減少しました。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより

134億54百万円のマイナスとなりましたが、前中間連結会計期間に対しては投資の減少により41億７百

万円支出が減少しました。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済、配当金の支払な

どにより42億10百万円のマイナスとなりましたが、前中間連結会計期間に対しては12億45百万円支出が

減少しました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 本明細は、消費税等を除いて表示しております。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 本明細は、消費税等を除いて表示しております。 

  

(3) 受注状況 

当社グループの食品事業における製品は特に鮮度が重要視されますので、販売店からの日々の注文に

より生産しておりますが、納入時間の関係上受注締切以前に見込数で生産を開始し、最終的に生産数量

の調整を行う受注方式であり、翌日繰越受注残はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 本明細は、消費税等を除いて表示しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(平成18年１月１日
平成18年６月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

食品事業 293,507 101.2

合計 293,507 101.2

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(平成18年１月１日
平成18年６月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

食品事業 20,230 102.2

流通事業 10,531 95.7

合計 30,762 99.9

事業の種類別 
セグメントの名称

区分

当中間連結会計期間
(平成18年１月１日
平成18年６月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

食品事業 食パン 45,377 99.3

菓子パン 142,952 100.5

和菓子 31,061 99.3

洋菓子 38,621 105.6

調理パン・米飯類 47,057 101.5

製菓・米菓・その他商品類 36,783 99.3

食品事業計 341,854 100.8

流通事業 27,318 96.9

その他事業 561 87.9

合計 369,734 100.5



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しといたしましては、わが国経済は内外需要のバランスのとれた増加により安定成長を続

けることが期待されますが、社会保障費の負担増や増税論議が消費支出を抑制する可能性もあり、デフ

レ脱却にはしばらく時間を要するものと思われます。また、当業界におきましても、消費者の慎重な購

買姿勢が続く中で、販売競争の激化に加え、原油価格高騰の影響が更に拡大する恐れもあり、厳しい経

営環境が続くものと思われます。  

 このような状況下にありまして、当社グループは引き続き最高の品質と最善のサービスのヤマザキの

精神に則り、消費者に喜ばれる真に価値ある製品とサービスの提供をめざしてまいります。  

 食品事業におきましては、各部門毎の製品施策、営業施策を積極的に推進し、ハーフサイズ食パンや

「ランチパック」シリーズなどの品質面で優位性のある製品の拡販を徹底するとともに、当社ブランド

の主力製品をコンビニエンスストアチェーン向けにリニューアルし積極的に提案するなど業態別対応を

強化し、売上の拡大をはかってまいります。  

 当社は、去る７月19日に㈱東ハトの普通株式の95％を取得し、連結対象の子会社といたしました。㈱

東ハトは、「キャラメルコーン」、「オールレーズン」など知名度の高いロングセラー製品を製造販売

する中堅菓子メーカーであり、近年ヒットした「暴君ハバネロ」のようにユニークな製品開発力を併せ

持っております。当社グループでは、㈱東ハトをヤマザキ・ナビスコ㈱とともに製菓事業の中核会社と

位置づけ、スナック菓子・ビスケット類の市場において２つのブランドを用いて製品ラインナップの充

実をはかりシェア向上をめざしてまいります。今後、㈱東ハトの新しい経営執行体制を整備して、当社

グループとのシナジー効果を実現して早期に業績貢献できるよう、所期の目標達成に向け、鋭意取り組

んでまいります。  

 ㈱デイリーヤマザキのコンビニエンスストア事業につきましては、デイリーホット店の好立地への新

規出店を促進し、当社グループとのチームマーチャンダイジングによる菓子や飲料等のオリジナル商品

の開発に取り組むとともに、店舗運営の効率化を推進し営業損益の大幅な改善をめざしてまいります。 

 経営の最重要課題として取り組んでおります収益改善につきましては、従来より継続実施しておりま

す製品別ライン別の経常利益管理を更に徹底するとともに、販売促進費の効果的使用の観点から、業態

別チェーン別の経常利益管理を強化してまいります。また、工場グループ化による生産・販売体制の効

率化を推進するとともに、物流改善によるコストの削減に取り組み、適正利益の確保をはかってまいり

ます。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、「最高の品質と最善のサービス（今日到達しうるベストクオリティ・ベストサービ

スの実践、実行、実証）」を目標とするヤマザキの創業の精神に則り、最先端の科学技術を活用した技

術開発による「新しい価値の創造」に積極的に取り組むとともに、社会の変化に対応し先取りする真に

価値ある製品とサービスの提供を目指し、基礎研究、製品開発、品質の安定・向上に関する研究等に積

極的に取り組んでおります。なお、当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は24億96百

万円であります。 

 

 事業の種類別セグメントの主な研究内容は、次の通りであります。  

（食品事業） 

 食品事業では、パン、和・洋菓子、調理パン・米飯、製菓・米菓の各部門別に、主要原材料に関する

基礎的分析・研究の更なる充実を図り、食の安全・安心という社会的要請に科学的に対処するととも

に、原料選別、配合・工程の改善研究を中心とした製品の品質向上に積極的に取り組んでまいりまし

た。また、多様化する市場ニーズに的確に対応した製品の開発を精力的に行いました。 

 パン部門においては、溶液化生地改良剤及び湯捏生地使用製品での更なる品質向上に関する研究、食

パン・菓子パン製品の焼成工程に関する研究を進めるとともに、主要製品におけるトランス酸量低減に

関する研究等を行いました。 

 和菓子部門においては、和生製品および焼菓子製品の品質安定化に関する研究等を進めました。 

 洋菓子部門では、クリスマスケーキ製品の更なる品質の向上に関する研究や主要製品におけるトラン

ス酸量低減に関する研究等を行いました。 

 調理パン・米飯部門においては、米飯品質向上のための新規炊飯技術の導入に関する研究を精力的に

行いました。 

 製菓部門においては、新製法・新原料・新素材の研究により、新コンセプト商品の開発や健康志向の

消費者ニーズに合った商品の開発に加え、開封しやすい包装フィルムや環境負荷の少ない包装材料、消

費者及び流通の要望に対応できる新包装形態の研究開発に取り組んでまいりました。 

 また、食品安全衛生に関しては、ＡＩＢ（American Institute of Baking）の「食品安全統合基準」

に基づく管理手法の工場への順次指導の継続実施を中心として、異物混入対策と微生物関係食品事故防

止体制の整備と強化をはかってまいりました。 

 以上の結果、食品事業の研究開発費は23億70百万円となりました。 

 

（流通事業） 

 コンビニエンスストア事業では、主力製品である弁当・惣菜・パンなどについて、グループ会社との

チームマーチャンダイジングのもとに、消費者に支持されるオリジナル商品の開発に努めております。

さらに、焼きたてパン・弁当・惣菜などの店内調理システム「デイリーホット」の導入を継続して推し

進めており、「おいしさ・健康・自然」をコンセプトとして、特色あるオリジナル商品の開発に取り組

んでおります。 

 以上の結果、流通事業の研究開発費は１億円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、 

重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 220,282,860 同左
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 220,282,860 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年６月30日 ― 220,282 ― 11,014 ― 9,664



(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
(注)  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 6,726千株 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権6個)含ま 

れております。 

２ 「単元未満株式」には、自己株式895株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

飯島興産株式会社 東京都千代田区岩本町３－10－１ 15,108 6.85

財団法人 
飯島記念食品科学振興財団

千葉県市川市市川１－９－２ 12,500 5.67

株式会社日清製粉グループ本社 東京都千代田区神田錦町１－25 9,962 4.52

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 9,849 4.47

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 9,355 4.24

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 8,165 3.70

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 6,726 3.05

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 6,501 2.95

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３－７－３ 5,557 2.52

山崎製パン株式投資会 東京都千代田区岩本町３－10－１ 5,385 2.44

計 ― 89,112 40.45

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 325,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

218,362,000
218,362 同上

単元未満株式
普通株式

1,595,860
― 同上

発行済株式総数 220,282,860 ― ―

総株主の議決権 ― 218,362 ―



② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

山崎製パン株式会社
東京都千代田区岩本町 
３－10－１

325,000 ― 325,000 0.1

計 ― 325,000 ― 325,000 0.1

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 953 939 955 1,020 1,046 1,025

最低(円) 888 861 917 912 924 903



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から17年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附

則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

また、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第58期中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

また、第58期中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、第59期中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17

年６月30日まで)及び第58期中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)並びに当中間

連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)及び第59期中間会計期間(平成18年１月１

日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、日栄監査法人により中

間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 54,679 60,113 53,329

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※３ 
※４

51,619 53,323 66,330

 ３ 有価証券 1,092 1,442 1,711

 ４ 棚卸資産 12,298 12,781 12,249

 ５ 繰延税金資産 2,116 2,047 2,210

 ６ その他 11,467 12,274 13,031

 ７ 貸倒引当金 △1,090 △1,178 △1,181

   流動資産合計 132,181 27.2 140,805 28.1 147,682 28.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び 
    構築物

258,812 263,104 262,650

    減価償却 
    累計額

176,474 82,337 182,108 80,995 179,386 83,263

  ２ 機械装置及び 
    運搬具

326,132 332,799 330,297

    減価償却 
    累計額

260,023 66,108 265,931 66,867 262,237 68,059

  ３ 工具器具及び 
    備品

26,438 25,859 25,868

    減価償却 
    累計額

21,446 4,992 21,045 4,813 20,998 4,870

  ４ 土地 91,303 90,414 91,048

  ５ 建設仮勘定 597 611 399

    有形固定資産 
    合計

245,339 50.5 243,701 48.7 247,641 48.4

 (2) 無形固定資産 5,564 1.1 5,331 1.1 5,512 1.1

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 36,770 45,043 44,255

  ２ 長期貸付金 2,385 1,644 2,174

  ３ 繰延税金資産 27,987 25,069 24,715

  ４ その他 39,461 41,931 42,805

  ５ 貸倒引当金 △3,447 △3,103 △3,414

   投資その他の
   資産合計

103,157 21.2 110,585 22.1 110,536 21.6

   固定資産合計 354,062 72.8 359,618 71.9 363,691 71.1

   資産合計 486,243 100.0 500,424 100.0 511,373 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※３ 57,890 57,830 62,887

 ２ 短期借入金 ※１ 50,764 52,622 52,773

 ３ 未払法人税等 4,667 4,448 3,867

 ４ 未払費用 25,937 26,271 27,995

 ５ 賞与引当金 2,960 2,893 2,988

 ６ その他 ※３ 22,703 20,021 21,991

   流動負債合計 164,923 33.9 164,087 32.8 172,502 33.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 23,335 32,610 33,944

 ２ 退職給付引当金 80,889 80,289 81,482

 ３ 債務保証損失引 
   当金

6,062 6,922 6,862

 ４ その他 4,720 5,651 4,997

   固定負債合計 115,007 23.7 125,473 25.1 127,285 24.9

   負債合計 279,931 57.6 289,560 57.9 299,788 58.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 3,277 0.6 ― ― 3,334 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 11,014 2.3 ― ― 11,014 2.2

Ⅱ 資本剰余金 9,667 2.0 ― ― 9,667 1.9

Ⅲ 利益剰余金 172,970 35.6 ― ― 173,862 34.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

10,495 2.2 ― ― 14,961 2.9

Ⅴ 為替換算調整勘定 △884 △0.2 ― ― △1,013 △0.2

Ⅵ 自己株式 △227 △0.1 ― ― △242 △0.1

   資本合計 203,035 41.8 ― ― 208,249 40.7

   負債、少数株主 
   持分及び資本 
   合計

486,243 100.0 ― ― 511,373 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 11,014 2.2 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 9,668 1.9 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 173,353 34.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △267 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 193,769 38.7 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 14,576 2.9 ― ―

 ２ 為替換算調整勘 
   定

― ― △803 △0.1 ― ―

   評価・換算差額 
   等合計

― ― 13,773 2.8 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 3,320 0.6 ― ―

   純資産合計 ― ― 210,863 42.1 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 500,424 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 368,055 100.0 369,734 100.0 737,530 100.0

Ⅱ 売上原価 236,975 64.4 237,500 64.2 477,726 64.8

   売上総利益 131,079 35.6 132,233 35.8 259,803 35.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 121,737 33.1 122,188 33.1 245,639 33.3

   営業利益 9,341 2.5 10,045 2.7 14,164 1.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 32 34 62

 ２ 受取配当金 334 422 501

 ３ 雑収入 1,423 1,790 0.5 1,004 1,461 0.4 3,143 3,707 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 504 564 1,003

 ２ 営業権償却 7 ― 15

 ３ 雑損失 279 791 0.2 557 1,121 0.3 1,008 2,026 0.3

   経常利益 10,340 2.8 10,385 2.8 15,845 2.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 19 13 21

 ２ 貸倒引当金 
   戻入額

3 300 ―

 ３ 厚生年金代行 
   部分返上益

643 ― 643

 ４ 投資有価証券 
   売却益

914 1,581 0.4 ― 313 0.1 2,529 3,194 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却 
   及び除却損

※３ 740 798 1,883

 ２ 減損損失 ※４ ― 3,247 ―

 ３ 債務保証損失
   引当金繰入額

― 60 786

 ４ 投資有価証券 
   評価損

10 7 9

 ５ 会員権評価損 37 ― ―

 ６ 店舗閉鎖損 298 161 521

 ７ 退職加算金 826 54 826

 ８ その他 122 2,035 0.5 36 4,366 1.2 519 4,546 0.6

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

9,887 2.7 6,332 1.7 14,493 1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,231 3,955 7,589

   法人税等調整額 371 4,602 1.3 53 4,008 1.1 559 8,148 1.1

   少数株主利益 118 0.0 72 0.0 146 0.0

   中間(当期) 
   純利益

5,166 1.4 2,251 0.6 6,198 0.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,667 9,667

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 9,667 9,667

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 170,564 170,564

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 5,166 5,166 6,198 6,198

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 2,640 2,640

 ２ 取締役賞与金 120 120

 ３ 連結子会社の増加による 
   減少高

― 2,760 140 2,900

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 172,970 173,862



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(百万円) 11,014 9,667 173,862 △242 194,301

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △2,639 ― △2,639

 利益処分による取締役賞与金 ― ― △119 ― △119

 中間純利益 ― ― 2,251 ― 2,251

 自己株式の取得 ― ― ― △28 △28

 自己株式の処分 ― 0 ― 3 4

  株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）   
― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― 0 △508 △24 △532

平成18年６月30日残高(百万円) 11,014 9,668 173,353 △267 193,769

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(百万円) 14,961 △1,013 13,948 3,334 211,584

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △2,639

 利益処分による取締役賞与金 ― ― ― ― △119

 中間純利益 ― ― ― ― 2,251

 自己株式の取得 ― ― ― ― △28

 自己株式の処分 ― ― ― ― 4

  株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）   
△385 209 △175 △13 △189

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△385 209 △175 △13 △721

平成18年６月30日残高(百万円) 14,576 △803 13,773 3,320 210,863



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

9,887 6,332 14,493

 ２ 減価償却費 12,504 12,502 26,516

 ３ 減損損失 ― 3,247 ―

 ４ 退職給付引当金の増減額 △1,544 △ 1,192 △ 957

 ５ 貸倒引当金の増減額 △27 △ 315 29

 ６ 賞与引当金の増減額 △191 △ 94 △ 165

 ７ 受取利息及び受取配当金 △367 △ 457 △ 563

 ８ 支払利息 504 564 1,003

 ９ 投資有価証券売却益 △914 ― △ 2,529

 10 固定資産売却益 △19 △ 13 △ 21

 11 固定資産売却及び除却損 740 798 1,883

 12 債務保証損失引当金の 
   増加額

― 60 800

 13 投資有価証券評価損 10 7 9

 14 取締役賞与支払額 △84 △87 △ 128

 15 売上債権の増減額 14,318 13,482 △ 490

 16 棚卸資産の増減額 416 △ 510 527

 17 仕入債務の増減額 △6,746 △ 4,573 △ 2,613

 18 未払消費税等の増減額 △158 △ 666 324

 19 預り保証金の減少額 △76 △ 202 △ 293

 20 その他 889 △ 537 471

    小計 29,140 28,344 38,294

 21 利息及び配当金の受取額 368 458 563

 22 利息の支払額 △528 △ 562 △ 1,005

 23 法人税等の支払額 △4,226 △ 3,824 △ 8,836

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

24,753 24,415 29,015

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の売却による収入 ― 260 37

 ２ 有形固定資産 
   の取得による支出

△16,322 △ 13,049 △ 32,283

 ３ 有形固定資産 
   の売却による収入

235 254 416

 ４ 無形固定資産 
   の取得による支出

△633 △ 585 △ 1,336

 ５ 投資有価証券 
   の取得による支出

△2,026 △ 1,457 △ 2,794

 ６ 投資有価証券
   の売却による収入

944 ― 2,744

 ７ 投資有価証券 
   の償還による収入

― ― 424

 ８ 貸付けによる支出 △124 △ 56 △ 269

 ９ 貸付金の回収による収入 226 693 447

 10 その他 137 485 △ 2,120

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△17,562 △ 13,454 △ 34,733



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 3,785 757 9,797

 ２ 短期借入金の 
   返済による支出

△5,780 △ 1,820 △ 9,577

 ３ 長期借入れによる収入 6,730 5,040 23,430

 ４ 長期借入金の 
   返済による支出

△7,465 △ 5,462 △ 14,212

 ５ 自己株式の取得による支出 △25 △ 28 △ 41

 ６ 自己株式の売却による収入 2 4 3

 ７ 親会社による配当金 
   の支払額

△2,637 △ 2,637 △ 2,641

 ８ 少数株主への配当金 
   の支払額

△64 △ 64 △ 64

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△5,455 △ 4,210 6,693

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△27 40 14

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額

1,708 6,791 991

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  期首残高

49,052 50,208 49,052

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

― ― 163

Ⅷ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高

50,761 56,999 50,208



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社   14社

   ㈱サンデリカ

   ヤマザキ・ナビスコ㈱

   ㈱ヴイ・ディー・エフ・サン

ロイヤル

   ㈱末広製菓

   ㈱イケダパン

   ヴィ・ド・フランス・ヤマザ

キ，Inc.

   ㈱サンキムラヤ

   ㈱高知ヤマザキ

   ㈱ヴィ・ド・フランス

   ㈱岡山イワミ食品

   秋田いなふく米菓㈱

   ㈱デイリーヤマザキ

   ㈱ヤマザキエンジニアリング

   ヤマザキ保険サービス㈱

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社   15社

   ㈱サンデリカ

   ヤマザキ・ナビスコ㈱ 

㈱ヴイ・ディー・エフ・サン

ロイヤル 

㈱末広製菓 

㈱イケダパン 

ヴィ・ド・フランス・ヤマザ

キ，Inc. 

㈱サンキムラヤ 

㈱高知ヤマザキ 

㈱ヴィ・ド・フランス 

㈱岡山イワミ食品 

秋田いなふく米菓㈱ 

㈱デイリーヤマザキ 

㈱ヤマザキエンジニアリング 

ヤマザキ保険サービス㈱ 

㈱ヤマザキデリカ

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社   15社

   ㈱サンデリカ

   ヤマザキ・ナビスコ㈱  

㈱ヴイ・ディー・エフ・サン

ロイヤル  

㈱末広製菓  

㈱イケダパン  

ヴィ・ド・フランス・ヤマザ

キ，Inc.  

㈱サンキムラヤ  

㈱高知ヤマザキ  

㈱ヴィ・ド・フランス  

㈱岡山イワミ食品  

秋田いなふく米菓㈱  

㈱デイリーヤマザキ  

㈱ヤマザキエンジニアリング 

ヤマザキ保険サービス㈱  

㈱ヤマザキデリカ

 ㈱ヤマザキデリカは、重要性
が増加したため、当連結会計年度
より、連結の範囲に含めておりま
す。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

   ㈱スーパーヤマザキ

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

   ㈱スーパーヤマザキ

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

   ㈱スーパーヤマザキ

(非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由)

  非連結子会社の規模は、資産基

準、売上高基準、利益基準及び利

益剰余金基準等の割合がいずれも

小規模であり、全体として中間連

結財務諸表に重要な影響を与えて

いないため除外しております。

(非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由)

   同左

(非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由)

  非連結子会社の規模は、資産基

準、売上高基準、利益基準及び利

益剰余金基準等の割合がいずれも

小規模であり、全体として連結財

務諸表に重要な影響を与えていな

いため除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

  (持分法を適用しない理由)

  非連結子会社及び関連会社は、

それぞれ中間連結純損益及び中間

連結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、全体としても重要性

がないため、これらの会社に対す

る投資については、持分法を適用

せず、原価法により評価しており

ます。

  持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

  ㈱たけや製パン

２ 持分法の適用に関する事項

  (持分法を適用しない理由)

   同左

  持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

  ㈱たけや製パン

２ 持分法の適用に関する事項

(持分法を適用しない理由)

  非連結子会社及び関連会社は、

それぞれ連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、

全体としても重要性がないため、

これらの会社に対する投資につい

ては、持分法を適用せず、原価法

により評価しております。

  持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

  ㈱たけや製パン



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社のうち、ヴィ・ド・

フランス・ヤマザキ, Inc.の中間

決算日は４月23日であります。中

間連結財務諸表の作成にあたって

は、同中間決算日現在の中間財務

諸表を使用しており、中間連結決

算日までの期間に発生した重要な

取引については連結上必要な調整

を行っております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社のうち、ヴィ・ド・

フランス・ヤマザキ, Inc.の中間

決算日は４月22日であります。中

間連結財務諸表の作成にあたって

は、同中間決算日現在の中間財務

諸表を使用しており、中間連結決

算日までの期間に発生した重要な

取引については連結上必要な調整

を行っております。

３ 連結子会社の事業年度に関する

事項

  連結子会社のうち、ヴィ・ド・

フランス・ヤマザキ, Inc.の決算

日は10月８日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使用してお

り、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については連結上

必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 資産の評価基準及び評価方法

  (イ)有価証券

    売買目的有価証券

…時価法(売却原価は、移

動平均法により算定)

    その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

    時価のないもの

…移動平均法に基づく原価

法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    売買目的有価証券

     同左

    その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

    時価のないもの

 同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 資産の評価基準及び評価方法

  (イ)有価証券

    売買目的有価証券

 同左

    その他有価証券

    時価のあるもの

    …期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定)

    時価のないもの

 同左

  (ロ)棚卸資産

    製品、仕掛品

…主として売価還元法に基

づく原価法

    原材料、商品

…主として先入先出法に基

づく原価法

    貯蔵品

…主として最終仕入原価法

に基づく原価法

  (ロ)棚卸資産

    

 同左

  (ロ)棚卸資産

    

 同左

 (2) 減価償却資産の減価償却の方

法

  (イ)有形固定資産

…親会社及び国内連結子会

社は定率法を採用し、在

外子会社は定額法を採用

しております。

ただし、平成10年４月１

日以降取得の建物(建物

附属設備を除く)につい

ては定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

     建物   ３年～50年

     機械装置 ７年～９年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

同左

 (2) 減価償却資産の減価償却の方

法

  (イ)有形固定資産

     同左



 
  
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  (ロ)無形固定資産

…定額法を採用しておりま

す。

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。

  (ロ)無形固定資産

同左

  (ロ)無形固定資産

同左

 (3) 引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

    債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

    

     同左

 (3) 引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

    

     同左

  (ロ)賞与引当金

    従業員の賞与の支払いに備

えるため、親会社及び国内連

結子会社は支給見込額を計上

しております。

  (ロ)賞与引当金

    

     同左

  (ロ)賞与引当金

    

     同左

  (ハ)役員賞与引当金 

 

    ―――――――― 

    

  (ハ)役員賞与引当金 

 役員の賞与の支払に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける支給見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）に従い、当中間

連結会計期間より当該会計基

準を適用しております。その

結果、前連結会計年度と同一

の基準を適用した場合に比べ

て、販売費及び一般管理費が

63百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中

間純利益が、同額減少してお

ります。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載し

ております。

  (ハ)役員賞与引当金 

 

    ――――――――  

 

 

     

  

    



前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  (ニ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、親会社及び国内の連結

子会社は、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。

    なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数（主として16年）による定

額法により、それぞれの発生

年度の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数（14年ない

し15年）による定額法により

費用処理することとしており

ます。

  (ニ)退職給付引当金

 

  同左

  (ニ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内の連結子

会社は、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

    なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数による定額法により、それ

ぞれの発生年度の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数による定額

法により費用処理することと

しております。

  (ホ)債務保証損失引当金

    子会社への債務保証に係る

損失に備えるため、被保証者

の財政状態等を勘案し、損失

負担見込額を計上しておりま

す。

  (ホ)債務保証損失引当金

     同左

  (ホ)債務保証損失引当金

    

     同左

 (4) 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産及び負債、収

益及び費用は中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めておりま

す。

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準

   

    同左

 (4) 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外

子会社の資産及び負債、収益及

び費用は決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。

 (5) リース取引の処理方法

   リース取引の処理方法は、リ

ース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   

    同左

 (5) リース取引の処理方法

   

    同左

 (6) 消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

 (6) 消費税等の会計処理

    同左

 (6) 消費税等の会計処理

    同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動の僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資であります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  

    同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動の僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資であります。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

     ―――――――

１ 固定資産の減損に係る会計基準

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）に従い、当中間

連結会計期間より当該会計基準を適

用しております。  

 これにより税金等調整前中間純利

益が3,247百万円減少しておりま

す。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

 また、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

  に関する会計基準等 

  自己株式及び準備金の額の減少

  等に関する会計基準等の一部改

  正

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）並びに改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 企

業会計基準第１号 最終改正平成17

年12月27日）及び「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第２号 最終改正平成17年12月27

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、207,542百万円であ

ります。  

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。

     ―――――――



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 法人事業税における外形標準

課税部分の連結損益計算書の表示

方法

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年4

月1日以後に開始する連結会計年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間連結会計期間か

ら「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年2

月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号）に従い、法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。

 その結果、販売費及び一般管理費

が449百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

が同額減少しております。

２ 厚生年金代行部分返上益

 当社及び一部の連結子会社は、厚

生年金基金の代行部分について、平

成17年2月25日に厚生労働大臣から

過去分返上の認可を受け、平成17年

3月14日に厚生年金基金の代行部分

70,180百万円を国へ現金納付いたし

ました。当社は将来分支給義務免除

の認可時に「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第13

号）第47－2項に定める経過措置を

適用しておりますが、将来分支給義

務免除の認可の日から代行部分の国

への現金納付までの間に発生した数

理計算上の差異の内、代行部分に相

当する額を「厚生年金代行部分返上

益」として特別利益に計上しており

ます。

―――――――

１ 法人事業税における外形標準

課税部分の連結損益計算書上の表

示方法

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年4

月1日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。

 その結果、販売費及び一般管理費

が898百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が同額減少しております。

２ 厚生年金基金の代行部分の返上

 当社及び一部の連結子会社は、厚

生年金基金の代行部分について、平

成17年2月25日に厚生労働大臣から

過去分返上の認可を受け、平成17年

3月14日に厚生年金基金の代行部分

（最低責任準備金）70,180百万円を

国へ現金納付いたしました。 

 当社及び一部の連結子会社は、将

来分支給義務免除の認可時に「退職

給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）第47－2項に

定める経過措置を適用しております

が、将来分返上に関する認可を受け

た際に測定した返還相当額と実際返

還額との差額を「厚生年金代行部分

返上益」として特別利益に計上して

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

 

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日)

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

預金
3,510
(  ―

百万円
百万円)

建物及び 
構築物

1,711
(1,711

〃
〃 )

機械及び 
装置

100
(  100

〃
〃 )

土地
2,856
(2,856

〃
〃 )

合計
8,179
(4,669

〃
〃 )

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金
1,616
(1,616 

百万円
百万円)

長期借入金
2,276
(2,276 

〃
 〃 )

合計
3,892
(3,892 

〃
 〃 )

   上記のうち( )内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示して

おります。

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

預金
2,560
(   ―

百万円
百万円)

建物及び
構築物

1,682
(1,682

〃
〃 )

機械及び
装置

94
(   94

〃
〃 )

土地
2,856
(2,856

〃
〃 )

合計
7,194
(4,634

〃
〃 )

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金
4,151
(1,615

百万円
百万円)

長期借入金
2,225
(2,225

〃
〃 )

合計
6,377
(3,840

〃
〃 )

   上記のうち( )内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示して

おります。

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

預金
2,560
(  ―

百万円
百万円)

建物及び
構築物

1,719
(1,719

〃
〃 )

機械及び
装置

96
(   96

〃
〃 )

土地
2,856
(2,856

〃
〃 )

合計
7,233
(4,672

〃
〃 )

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金
4,259
(1,725

百万円
百万円)

長期借入金
2,295
(2,295

〃
 〃 )

合計
6,555
(4,020

〃
 〃 )

   上記のうち( )内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示して

おります。



次へ 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日)

 ２ 債務保証

   連結子会社以外の会社、従業

員、加盟店等に対して下記の債

務保証をしております。

 ２ 債務保証

   連結子会社以外の会社、従業

員、加盟店等に対して下記の債

務保証をしております。

２ 債務保証

   連結子会社以外の会社、従業

員、加盟店等に対して下記の債

務保証をしております。

(1) 関係会社

㈱タイムリー
銀行借入金
2,418百万円

㈱サンロイヤル 
旭川

銀行借入金
1,150 〃

㈱スーパー 
ヤマザキ

銀行借入金他
769 〃

㈱スリーエス 
フーズ

銀行借入金
600 〃

㈱ヤマザキ
銀行借入金
335 〃

㈱ヤマザキ 
デリカ

銀行借入金
245 〃

㈱金沢ジャーマ 
ンベーカリー

銀行借入金
214 〃

サンリーフ 
ファーム㈱

銀行借入金
212 〃

㈱札幌パリ
銀行借入金
201 〃

タイヤマザキ., 
Ltd

銀行借入金
110 〃

(THB 41,500千)

イズヤパン㈱
銀行借入金
100 〃

日農生研㈱
銀行借入金
82 〃

サンムーラン 
ヤマザキSdn.Bhd.

銀行借入金
25 〃

(RM 880千)
合計 6,464 〃

(1) 関係会社

㈱タイムリー
銀行借入金
1,625百万円

㈱サンロイヤル
旭川

銀行借入金
1,150 〃

㈱スーパー
ヤマザキ

銀行借入金他
701 〃

㈱ヤマザキ
銀行借入金
 335 〃

サンリーフ
ファーム㈱

銀行借入金
 197 〃

㈱スリーエス
フーズ

銀行借入金
180 〃

㈱札幌パリ
銀行借入金
 172 〃

㈱金沢ジャーマ
ンベーカリー

銀行借入金
153 〃

イズヤパン㈱
銀行借入金
  96 〃

タイヤマザキ.,
Ltd

銀行借入金
81 〃

(THB 27,000千)

日農生研㈱
銀行借入金
44 〃

サンムーラン
ヤマザキSdn.Bhd.
 

銀行借入金
16 〃

(RM 528千)

合計 4,752 〃

(1) 関係会社

㈱タイムリー
銀行借入金
1,685百万円

㈱サンロイヤル 
旭川

銀行借入金
1,150 〃

㈱スーパー
ヤマザキ

銀行借入金他 
 707 〃

㈱ヤマザキ
銀行借入金 
 335 〃

㈱スリーエス
フーズ

銀行借入金
240 〃

サンリーフ
ファーム㈱

銀行借入金 
 205 〃

㈱札幌パリ
銀行借入金 
 188 〃

㈱金沢ジャーマ 
ンベーカリー

銀行借入金
183 〃

イズヤパン㈱
銀行借入金 
  98 〃

タイヤマザキ., 
Ltd

銀行借入金
94 〃

(THB 33,000千)

日農生研㈱
銀行借入金
63 〃

サンムーラン
ヤマザキSdn.Bhd. 
 

銀行借入金
20 〃

(RM 657千)

合計 4,971 〃

(2) その他

従業員
住宅ローン

2百万円

加盟店
店舗設備賃借料

262 〃
高知県食品 
工業団地 
協同組合

借入金
20 〃

合計 284 〃

債務保証高 
合計

6,749百万円

(2) その他

従業員
住宅ローン

0百万円

加盟店
店舗設備賃借料

266 〃
高知県食品
工業団地 
協同組合

借入金
20 〃

合計 287 〃

債務保証高
合計

5,039百万円

(2) その他

従業員
住宅ローン

1百万円

加盟店
店舗設備賃借料

287 〃
高知県食品
工業団地 
協同組合

借入金
20 〃

合計 309 〃

債務保証高
合計

5,280百万円

※３

――――――――

※３

――――――――

※３ 連結期末日満期手形の会計処

理

   連結期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。したがっ

て、当連結期末日は金融機関の

休日のため次のとおり連結期末

日満期手形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形 58百万円

支払手形 517 〃

設備建造支払手形 373 〃

※４

――――――――

※４ 受取手形及び売掛金には、完

成工事未収入金702百万円を含

めております。

※４

――――――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 12,265百万円

発送及び
配達費

17,760 〃

給料及び
諸手当

39,218 〃

従業員賞与 6,189 〃

賞与引当金
繰入額

1,243 〃

退職給付
費用

2,612 〃

福利厚生費 6,415 〃

減価償却費 4,125 〃

賃借料 12,685 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 12,078百万円

発送及び
配達費

19,405 〃

貸倒引当金
繰入額

96 〃

給料及び
諸手当

39,081 〃

従業員賞与 6,042 〃

賞与引当金
繰入額

1,210 〃

役員賞与引
当金繰入額

63 〃

退職給付
費用

1,968 〃

福利厚生費 6,461 〃

減価償却費 3,963 〃

賃借料 12,395 〃

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 24,519百万円

発送及び
配達費

36,543 〃

給料及び
諸手当

78,282 〃

従業員賞与 13,442 〃

賞与引当金
繰入額

1,381 〃

退職給付
費用

5,198 〃

福利厚生費 12,733 〃

減価償却費 8,702 〃

賃借料 25,493 〃

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。

建物売却益 6百万円

機械装置及び
運搬具他売却益

12百万円

合計 19 〃

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。

建物売却益 0百万円

機械装置及び
運搬具他売却益

12百万円

合計 13 〃  

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。

機械装置及び
運搬具他売却益

21百万円

合計 21 〃

 

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳は下記のとおりであります。

建物及び構築物
売却及び除却損

267百万円

機械装置及び
運搬具売却及び
除却損

397 〃

工具器具備品他 
売却及び除却損

75 〃

合計 740 〃

   主として生産設備の能力増強

に伴う売却及び除却でありま

す。

 

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳は下記のとおりであります。

建物及び構築物
売却及び除却損

301百万円

機械装置及び
運搬具売却及び
除却損

345 〃

工具器具備品他
売却及び除却損

151 〃

合計 798 〃

   主として生産設備の能力増強

に伴う売却及び除却でありま

す。

 

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳は下記のとおりであります。

建物及び構築物
売却及び除却損

707百万円

機械装置及び
運搬具売却及び
除却損

975 〃

工具器具備品他 
売却及び除却損

201 〃

合計 1,883 〃

   主として生産設備の能力増強

に伴う売却及び除却でありま

す。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※４

   
    ―――――――

 

※４ 減損損失

 当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位

として、事業所、店舗を基本単

位として資産のグルーピングを

行っております。営業活動から

生じる損益が継続してマイナス

である資産グループについて、

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しておりま

す。

用途 種類 場所 減損損失

建物・工具
器具備品等

東京都 262

店舗 大阪府 219

その他 1,800

その他 土地・建物他 千葉県他 965

合計 － － 3,247

（減損損失の種類別内訳）

 建物及び構築物   1,352

 機械及び装置       14

 工具器具及び備品     19

 土地          491

 無形固定資産        2

 長期前払費用       84

 リース資産     1,283

 なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額と使用

価値のうち、いずれか高い方の

金額で測定しており、正味売却

価額については路線価に基づく

相続税評価額により評価し、使

用価値については将来キャッシ

ュ・フローを2.1％で割引いて

算定しております。

※４

  
   ―――――――



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

     当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

   １．発行済株式の種類及び総数 

 
 ２．自己株式の種類及び株式数 

 
（注）普通株式の自己株式の増加29,662株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少4,586株は、売渡 

    によるものであります。 

 ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 
（２）基準日が当中間連結会計期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期末後と   

   なるもの 

   該当事項はありません。 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 220,282,860 － － 220,282,860

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 300,819 29,662 4,586 325,895

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年３月30日 
 定時株主総会

普通株式 2,639百万円 12円 平成17年12月31日 平成18年３月31日

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成17年６月30日現在)

現金及び
預金勘定

54,679百万円

預金期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3,918 〃

現金及び
現金同等物

50,761 〃

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金及び
預金勘定

60,113百万円

預金期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3,113 〃

現金及び
現金同等物

56,999 〃

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成17年12月31日現在)

現金及び
預金勘定

53,329百万円

預金期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3,120 〃

現金及び
現金同等物

50,208 〃



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高相当額

(百万円)

工具器具 
及び備品

26,409 17,505 8,903

機械装置 
及び 
運搬具

2,256 725 1,531

ソフト 
ウェア

5 0 4

合計 28,672 18,232 10,440

   なお、取得価額相当額は有形

固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算

定しております。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高相当額

(百万円)

建物 8,339 3,958 1,011 3,369

工具器具 
及び備品

15,426 7,748 65 7,612

機械装置 
及び 
運搬具

2,492 931 - 1,560

ソフト 
ウェア

57 10 - 47

合計 26,315 12,648 1,076 12,590

   

   同左

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

建物 8,755 4,071 4,684

工具器具
及び備品

26,175 18,037 8,138

機械装置
及び 
運搬具

2,445 838 1,606

ソフト
ウェア

46 4 41

合計 37,423 22,952 14,471

   なお、取得価額相当額は有形

固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しており

ます。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 4,324百万円

１年超 6,116 〃

合計 10,440 〃

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してお

ります。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 4,197百万円

１年超 9,469 〃

合計 13,666 〃

   リース資産減損勘定の残高

                  1,076百万円

   

   同左

 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 4,633百万円

１年超 9,837 〃

合計 14,471 〃

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より算定しております。

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 2,635百万円

減価償却費 
相当額

2,635 〃

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

支払リース料 2,706百万円

リース資産 

減損勘定の 

取崩額

206 〃

減価償却費 
相当額

2,706 〃

減損損失 1,283 〃

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 6,257百万円

減価償却費
相当額

6,257 〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とみな

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

    同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

    同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 190百万円

１年超 1,653 〃

合計 1,843 〃

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 224百万円

１年超 1,694 〃

合計 1,919 〃

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 419百万円

１年超 1,490 〃

合計 1,910 〃



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について10百万円減損処理を行っています。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間(平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について７百万円減損処理を行っています。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

①株式 11,211 28,787 17,575

②その他 268 327 58

合計 11,480 29,114 17,633

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 3,174

その他 23

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

①株式 11,520 36,017 24,497

②その他 － － －

合計 11,520 36,017 24,497

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 3,401

その他 23



前へ 

前連結会計年度(平成17年12月31日) 

１ 売買目的有価証券 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注)当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について９百万円減損処理しております。 

  

３ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

損益に含まれた評価差額
(百万円)

1,711 953

取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

①株式 11,405 36,564 25,159

②その他 － － －

合計 11,405 36,564 25,159

売却額 
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

3,168 2,529 －

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 3,409

  その他 23



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 
  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 
  

 
注) １ 事業区分の方法は、製品の種類、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

  

２ 各事業区分の主要製品 

  食品 ：食パン、菓子パン、和菓子、洋菓子、調理パン・米飯類、製菓・米菓・その他商品類 

  流通 ：コンビニエンスストア事業 

  その他：食品製造設備の設計、監理および工事の請負、損害保険代理業 

  

科目
食品

(百万円)

流通

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

339,219 28,196 639 368,055 368,055

 (2) セグメント間の内部 
   売上高

3,137 747 2,512 6,397 (6,397)

計 342,357 28,944 3,151 374,453 (6,397) 368,055

  営業費用 332,527 29,636 3,089 365,253 (6,539) 358,713

  営業利益又は 
  営業損失(△)

9,829 △692 62 9,199 142 9,341

科目
食品

(百万円)

流通

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

341,854 27,318 561 369,734 369,734

 (2) セグメント間の内部 
   売上高

3,011 779 2,419 6,209 (6,209)

計 344,865 28,097 2,981 375,944 (6,209) 369,734

  営業費用 334,984 28,226 2,893 366,104 (6,415) 359,688

  営業利益又は 
  営業損失(△)

9,881 △129 87 9,840 205 10,045

科目
食品 

(百万円)

流通 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

678,227 57,878 1,424 737,530 737,530

 (2) セグメント間の内部 
   売上高

5,611 1,679 7,433 14,724 (14,724)

計 683,839 59,558 8,858 752,255 (14,724) 737,530

  営業費用 670,028 59,894 8,449 738,373 (15,007) 723,366

  営業利益又は  
  営業損失(△)

13,810 △336 408 13,881 282 14,164



３ 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）に従い、当中間連結会計期間より当該会計基準を適用し

ております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、食品事業が35

百万円、流通事業が190百万円減少し、営業利益が同額増加しております。 
  

４ 「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月29日）に従い、

当中間連結会計期間より、当該会計基準を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、食品事業が59

百万円、その他事業が４百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の開示を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の開示を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の開示を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

１． １株当たり純資産額 

 
  

２． １株当たり中間(当期)純利益金額 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 922.90円 １株当たり純資産額 943.56円 １株当たり純資産額 946.12円

１株当たり中間純利益 23.48円 １株当たり中間純利益 10.23円 １株当たり当期純利益 27.63円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間から、改正後

の「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年１月31日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しておりま

す。 

 これによる影響はありません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

前中間連結会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日）

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

― 210,863 ―

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 210,863 ―

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額
と１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式に係る中間連結会計期間末の純資
産額との差額の主な内訳（百万円） 
 少数株主持分

― 3,320 ―

普通株式の発行済株式数（千株） ― 220,282 ―

普通株式の自己株式数（千株） ― 325 ―

１株当たり純資産の算定に用いられた普通
株式の数（千株）

― 219,956 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益
（百万円）

5,166 2,251 6,198

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 119

（うち利益処分による取締役賞与金 
（百万円））

 (―) (―) (119)

普通株式に係る中間(当期)純利益 
（百万円）

5,166 2,251 6,078

普通株式の期中平均株式数（千株） 220,006 219,969 219,997



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

当社は、平成18年７月３日開催の取締役会決議に基づき、平成18年７月19日付で株式会社東ハトの

株式を取得し、子会社化いたしました。 

 (1)取得理由 

株式会社東ハトを当社グループの製菓事業の中核会社の一つとして、当社並びにグループ各社と

のシナジー効果を最大限実現し、当社グループの菓子事業の更なる成長をめざすものです。 

 (2)株式の取得先 

ユニゾン・キャピタル・パートナーズ・エル・ピー 

 株式会社バンダイナムコホールディングス 

 丸紅株式会社 

 東京海上日動火災保険株式会社 

 (3)異動する子会社 

①商号   株式会社東ハト 

 ②事業内容 菓子類の製造販売 

 ③売上高  18,751百万円（平成18年３月期） 

 (4)取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

①異動前の所有株式数：－株（所有割合－％） 

 ②取得株式数 

  普通株式   124,127株（取得価額 15,733百万円） 

  Ａ種優先株式  30,000株（取得価額  1,500百万円） 

  合計     154,127株（取得価額 17,233百万円） 

  （議決権の数 124,127個） 

  （注）上記と併せ、発行済の新株予約権をすべて取得いたしました。 

    新株予約権 13,720個（取得価額  1,053百万円） 

 ③異動後の所有株式数 

  普通株式   124,127株（当社所有割合  95.0%）  

  Ａ種優先株式  30,000株（当社所有割合 100.0%）  

  合計     154,127株  

  （議決権の数 124,127個）  

  （注）異動後は、当社の他に株式会社バンダイナムコホールディングスが普通株式6,533株 

    （普通株式所有割合5.0%）を保有します。 

 (5)支払資金の調達及び支払方法 

金融機関からの借入金にて調達し、振込払い 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ流動資産

 現金及び預金 32,124 39,878 31,166

 受取手形 14 14 20

 売掛金 44,605 46,018 57,924

 有価証券 686 1,364 1,337

 棚卸資産 7,002 7,307 7,308

 その他 6,517 6,584 7,054

 貸倒引当金 △807 △805 △800

 流動資産合計 90,143 23.2 100,362 24.9 104,009 25.4

Ⅱ固定資産

 有形固定資産 ※１

  建物 57,654 56,253 57,397

  構築物 4,010 3,879 3,943

  機械及び装置 49,990 51,451 52,257

  車両及び運搬具 4,835 4,399 4,467

  工具器具 
  及び備品

4,082 3,927 3,927

  土地 77,225 76,348 76,954

  建設仮勘定 97 179 104

  有形固定資産 
  合計

197,897 196,438 199,052

 無形固定資産 3,584 3,437 3,553

 投資その他の資産 ※１

  投資有価証券 31,277 38,472 38,914

  関係会社株式 24,021 23,964 22,921

  繰延税金資産 24,595 23,249 23,008

  その他 18,606 19,177 20,175

  貸倒引当金 △1,874 △2,514 △2,542

  投資その他の 
  資産合計

96,625 102,349 102,475

 固定資産合計 298,107 76.8 302,225 75.1 305,081 74.6

 資産合計 388,251 100.0 402,587 100.0 409,091 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ流動負債

 支払手形 3,453 3,558 3,431

 買掛金 37,428 38,384 40,425

 短期借入金 24,996 25,432 23,648

 未払法人税等 3,596 3,572 2,750

 未払消費税等 1,679 1,599 2,186

 未払費用 17,554 17,848 20,046

 賞与引当金 2,409 2,394 2,453

 従業員預り金 5,105 5,133 5,174

 設備建造支払手形 ※３ 3,350 1,474 2,955

 その他 5,436 5,131 4,728

 流動負債合計 105,012 27.1 104,530 26.0 107,800 26.3

Ⅱ固定負債

 長期借入金 11,484 19,235 23,209

 退職給付引当金 63,228 62,428 63,504

 債務保証損失 
 引当金

7,002 7,862 7,802

 その他 1,134 1,172 1,107

 固定負債合計 82,848 21.3 90,698 22.5 95,622 23.4

 負債合計 187,861 48.4 195,228 48.5 203,423 49.7

(資本の部)

Ⅰ資本金 11,014 2.8 ― ― 11,014 2.7

Ⅱ資本剰余金

 資本準備金 9,664 ― 9,664

 その他資本剰余金 2 ― 3

 資本剰余金合計 9,667 2.5 ― ― 9,667 2.4

Ⅲ利益剰余金

 利益準備金 2,753 ― 2,753

 任意積立金 161,381 ― 161,381

 中間(当期)未処分 
 利益

5,533 ― 6,441

 利益剰余金合計 169,669 43.7 ― ― 170,576 41.7

Ⅳその他有価証券 
 評価差額金

10,266 2.6 ― ― 14,651 3.6

Ⅴ自己株式 △227 △0.0 ― ― △242 △0.1

 資本合計 200,389 51.6 ― ― 205,667 50.3

 負債・資本合計 388,251 100.0 ― ― 409,091 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  資本金 ― ― 11,014 2.7 ― ―

  資本剰余金

   資本準備金 ― 9,664 ―

   その他資本剰余 
   金

― 3 ―

  資本剰余金合計 ― ― 9,668 2.4 ― ―

  利益剰余金

   利益準備金 ― 2,753 ―

   その他利益剰余 
   金
    株主配当準備 
    積立金

― 6 ―

    退職給与積立 
    金      

― 500 ―

    特別償却準備 
    金

― 0 ―

    圧縮記帳積立 
    金

― 583 ―

    別途積立金 ― 163,180 ―

    繰越利益剰余 
    金

― 5,593 ―

  利益剰余金合計 ― ― 172,616 42.9 ― ―

  自己株式 ― ― △267 △0.1 ― ―

  株主資本合計 ― ― 193,031 47.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

― 14,327 ―

  評価・換算差額等 
  合計

― ― 14,327 3.6 ― ―

  純資産合計 ― ― 207,359 51.5 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 402,587 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ売上高 285,016 100.0 287,322 100.0 565,025 100.0

Ⅱ売上原価 195,806 68.7 196,767 68.5 390,625 69.1

  売上総利益 89,210 31.3 90,555 31.5 174,400 30.9

Ⅲ販売費及び一般管理費 81,451 28.6 82,491 28.7 163,765 29.0

  営業利益 7,758 2.7 8,063 2.8 10,634 1.9

Ⅳ営業外収益 ※１ 1,893 0.7 1,864 0.7 4,094 0.7

Ⅴ営業外費用 ※２ 570 0.2 726 0.3 1,339 0.2

  経常利益 9,081 3.2 9,201 3.2 13,389 2.4

Ⅵ特別利益 ※３ 1,516 0.5 8 0.0 2,908 0.5

Ⅶ特別損失
※４ 
※５

2,589 0.9 1,140 0.4 6,249 1.1

  税引前中間(当期)純利益 8,007 2.8 8,069 2.8 10,049 1.8

  法人税、住民税及び 
  事業税

3,334 1.2 3,254 1.1 5,911 1.1

  法人税等調整額 △48 △0.1 55 0.0 △1,491 △0.3

  中間(当期)純利益 4,721 1.7 4,759 1.7 5,629 1.0

  前期繰越利益 811 ― 811

  中間(当期)未処分利益 5,533 ― 6,441



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
  

 
  

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本金 資 本 
準備金 
 

その他 
資 本 
剰余金

資 本 
剰余金 
合 計

利 益 
準備金 
 

その他利益剰余金

株主配当 
準備積立金

退職給与 
積立金

特別償却
準備金

平成17年12月31日残高(百万円) 11,014 9,664 3 9,667 2,753 6 500 2

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 - - - - - - - -

利益処分による取締役賞与金 - - - - - - - -

特別償却準備金の取崩 - - - - - - - △2

圧縮記帳積立金の取崩 - - - - - - - -

別途積立金の積立 - - - - - - - -

中間純利益 - - - - - - - -

自己株式の取得 - - - - - - - -

自己株式の処分 - - 0 0 - - - -

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

- - - - - - - -

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

- - 0 0 - - - △2

平成18年６月30日残高(百万円) 11,014 9,664 3 9,668 2,753 6 500 0

株主資本
評価・換算 
差額等

利益剰余金 その他 
有価証券 
評 価 
差額金

純資産 
合 計その他利益剰余金 利 益 

剰余金 
合 計

自己株式 株主資本 
合計 
 

圧縮記帳 
積立金

別 途 
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高(百万円) 593 160,280 6,441 170,576 △242 191,016 14,651 205,667

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 - - △2,639 △2,639 - △2,639 - △2,639

利益処分による取締役賞与金 - - △80 △80 - △80 - △80

特別償却準備金の取崩 - - 2 - - - - -

圧縮記帳積立金の取崩 △9 - 9 - - - - -

別途積立金の積立 - 2,900 △2,900 - - - - -

中間純利益 - - 4,759 4,759 - 4,759 - 4,759

自己株式の取得 - - - - △28 △28 - △28

自己株式の処分 - - - - 3 4 - 4

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

- - - - - - △323 △323

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△9 2,900 △847 2,039 △24 2,015 △323 1,692

平成18年６月30日残高(百万円) 583 163,180 5,593 172,616 △267 193,031 14,327 207,359



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   売買目的有価証券

    …時価法(売却原価は、移動

     平均法により算定）

   子会社株式及び関連会社株式

    …移動平均法に基づく原価法

   その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間期末日の市場価格等に

    基づく時価法（評価差額は

    全部資本直入法により処理

    し、売却原価は移動平均法

    により算定）

   時価のないもの

   …移動平均法に基づく原価法

 (2) 棚卸資産

   製品、仕掛品

   …売価還元法に基づく原価法

   原材料、商品

   …先入先出法に基づく原価法

   貯蔵品

   …最終仕入原価法に基づく原

    価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   売買目的有価証券

同左

   子会社株式及び関連会社株式

同左

   その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間期末日の市場価格等に

    基づく時価法（評価差額は

    全部純資産直入法により処

    理し、売却原価は移動平均

    法により算定）

   時価のないもの

同左

 (2) 棚卸資産

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   売買目的有価証券

同左

   子会社株式及び関連会社株式

同左

   その他有価証券

   時価のあるもの

   …期末日の市場価格等に基づ

    く時価法(評価差額は全部

    資本直入法により処理し、

    売却原価は移動平均法によ

    り算定)

   時価のないもの

同左

 (2) 棚卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

    定率法によっております。

    ただし、平成10年４月１日

以降取得の建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法によっております。

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

    建物    ３年～50年

    機械及び装置７年～９年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

    定額法によっております。

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 投資その他の資産

   賃貸固定資産

    定率法によっております。

    ただし、平成10年４月１日

以降取得の建物（建物附属設

備を除く）については定額法

によっております。

 (3) 投資その他の資産

同左

 (3) 投資その他の資産

同左



前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

 (2) 賞与引当金

    従業員の賞与の支払いに備

えるため、支給見込額を計上

しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

同左

 (3)役員賞与引当金

――――――――

 (3)役員賞与引当金

    役員の賞与の支払いに備え

るため、当事業年度末におけ

る支給見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

   （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。そ

の結果、前事業年度と同一の

基準を適用した場合に比べ

て、販売費及び一般管理費が

40百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利

益がそれぞれ同額減少してお

ります。

 (3)役員賞与引当金

――――――――

 (4) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主と

して16年）による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理

することとしております。

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間期間内の一定の年数（15

年）による定額法により費用

処理することとしておりま

す。

 (4) 退職給付引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数による

定額法により、翌事業年度か

ら費用処理することとしてお

ります。

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間期間内の一定の年数による

定額法により費用処理するこ

ととしております。

 (5) 債務保証損失引当金

   子会社への債務保証に係る損

   失に備えるため、被保証者の

   財政状態等を勘案し、損失負

   担見込額を計上しておりま

す。

 (5) 債務保証損失引当金

同左

 (5) 債務保証損失引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として処

理しております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、為替差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理方法

   リース取引の処理方法は、リ

ース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ 消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

６ 消費税等の会計処理

同左

６ 消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

―――――――

１ 固定資産の減損に係る会計基準

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）に従い、当中間

会計期間より当該会計基準を適用し

ております。

 これにより税引前中間純利益が

475百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示 

  に関する会計基準等  

  自己株式及び準備金の額の減少 

  等に関する会計基準等の一部改 

  正

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第１号 最終改正平成17年12

月27日）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 企

業会計基準適用指針第２号 最終改

正平成17年12月27日）を適用してお

ります。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、207,359百万円であ

ります。  

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

―――――――



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書の表示方法

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年4

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。

 その結果、販売費及び一般管理費

が306百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が同額

減少しております。

２ 厚生年金代行部分返上益

 当社は、厚生年金基金の代行部分

について、平成17年2月25日に厚生

労働大臣から過去分返上の認可を受

け、平成17年3月14日に厚生年金基

金の代行部分60,950百万円を国へ現

金納付いたしました。当社は将来分

支給義務免除の認可時に「退職給付

会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）第47－2項に

定める経過措置を適用しております

が、将来分支給義務免除の認可の日

から代行部分の国への現金納付まで

の間に発生した数理計算上の差異の

内、代行部分に相当する額を「厚生

年金代行部分返上益」として特別利

益に計上しております。

―――――――

１ 法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書の表示方法

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年4

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。

 その結果、販売費及び一般管理費

が598百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。

２ 厚生年金代行部分返上益

 当社は、厚生年金基金の代行部分

について、平成17年2月25日に厚生

労働大臣から過去分返上の認可を受

け、平成17年3月14日に厚生年金基

金の代行部分（最低責任準備金）

60,950百万円を国へ現金納付いたし

ました。 

 当社は将来分支給義務免除の認可

時に「退職給付会計に関する実務指

針（中間報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第13号）第

47－2項に定める経過措置を適用し

ておりますが、将来分返上に関する

認可を受けた際に測定した返還相当

額と実際返還額との差額を「厚生年

金代行部分返上益」として特別利益

に計上しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目 前中間会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末 
(平成17年12月31日)

※１ 有形固定資産及び
投資その他の資産 
( 賃貸固定資産 )の 
減価償却累計額

 

有形固定資産
賃貸固定資産

計
 

371,707 百万円
2,599 〃
374,306 〃

 

380,844 百万円
2,416 〃

383,261 〃
 

375,535 百万円
2,376 〃

377,912 〃

 ２ 偶発債務
 当社は下記のもの
に対し、債務保証を
しております。

 

 (1) 関係会社
㈱タイムリー
㈱サンロイヤル旭川
㈱スーパーヤマザキ
㈱高知ヤマザキ
㈱末広製菓
㈱ヤマザキ
サンリーフファーム
㈱
㈱スリーエスフーズ
㈱札幌パリ
㈱金沢ジャーマンベ
ーカリー
㈱ヤマザキデリカ
イズヤパン㈱

タイヤマザキ.,Ltd

サンムーランヤマザ
キSdn.Bhd.

㈱サンデリカ
関係会社計

 

銀行借入金 2,418 百万円
〃 1,150 〃

銀行借入金他 769 〃
銀行借入金 685 〃

〃 690 〃
〃 335 〃

〃 212 〃

〃 600 〃
〃 201 〃

〃 214 〃

〃 245 〃
〃 100 〃

〃 
(THB

110 
41,500

〃 
千）

〃 
(RM

25
880

〃 
千）

〃 30 〃
7,786 〃

 

銀行借入金 1,625 百万円
〃 1,150 〃

銀行借入金他 701 〃
銀行借入金 674 〃

〃 650 〃
〃 335 〃

〃 197 〃

〃 180 〃
〃 172 〃

〃 153 〃

〃 140 〃
〃 96 〃

〃 
(THB

81
27,000

〃 
千）

〃 
(RM

16
528

〃 
千）

―

6,172 〃
 

銀行借入金 1,685 百万円
〃 1,150 〃

銀行借入金他 707 〃
銀行借入金 679 〃

〃 650 〃
〃 335 〃

〃 205 〃

〃 240 〃
〃 188 〃

〃 183 〃

〃 175 〃
〃 98 〃

〃 
(THB

94 
33,000

〃 
千）

〃 
(RM

20
657

〃 
千）

―

6,412 〃

 

 (2) 従業員
(住宅ローン)
債務保証合計

 

銀行借入金 2百万円
7,789 〃

 

銀行借入金 0百万円
6,172 〃

 

銀行借入金 1百万円
6,414 〃

※３ 中間期末日(期末 
日)満期手形の会計処
理

――――――― ―――――――

 

期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決
済処理しております。した
がって当期末日は、金融機
関休日のため、次のとおり
期末日満期手形が期末残高
に含まれております。
設備建造支払手形 143 百万円



(中間損益計算書関係) 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 営業外収益の主要
項目

   受取利息 53百万円 61百万円 107百万円

   受取配当金 585百万円 674百万円 747百万円

※２ 営業外費用の主要
項目

   支払利息 253百万円 309百万円 509百万円

※３ 特別利益の主要項
目

   投資有価証券 
   売却益

914百万円 ―百万円 2,346百万円

   厚生年金代行部分 
   返上益

558百万円 ―百万円 558百万円

※４ 特別損失の主要項
目

   固定資産売却損 72百万円 158百万円 167百万円

   (主な内訳)

    機械及び装置 
    売却損

25百万円 22百万円 63百万円

    車両運搬具 
    売却損

43 〃 31 〃 104 〃

    土地 ― 〃 103 〃 ― 〃

   固定資産除却損 487百万円 438百万円 1,234百万円

   (主な内訳)

    建物除却損 137百万円 150百万円 419百万円

    構築物除却損 3 〃 33 〃 24 〃

    機械及び装置 
    除却損

278 〃 212 〃 629 〃

    車両運搬具 
    除却損

3 〃 4 〃 28 〃

    工具器具備品 
    除却損

48 〃 36 〃 132 〃

   債務保証損失 
   引当金繰入額

―百万円 60百万円 786百万円

   投資有価証券 
   評価損

―百万円 7百万円 ―百万円

   関係会社株式 
   評価損

1,100百万円 ―百万円 2,199百万円

   退職加算金 826百万円 ―百万円 826百万円

   会員権評価損 37百万円 ―百万円 216百万円

   貸倒引当金 
   繰入額

―百万円 ―百万円 717百万円



次へ 

  

 
  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

普通株式の自己株式の増加29,662株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少4,586株は、売渡 

によるものであります。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※５ 減損損失 ――――――― 475百万円 ―――――――

 

当社は以下の資産について、
減損損失を計上しました。

用途 遊休資産

種類 土地及び建物

場所 千葉県他

（減損損失の種類別内訳） 
土地      423百万円 
建物       51百万円 
当社は、キャッシュ・フロー
を生み出す最小単位として、
事業所単位、遊休資産につい
ては各資産単位でグルーピン
グを行っております。 
当中間会計期間において、地
価が著しく下落した遊休資産
について回収可能額まで減額
し、当該減少額を減損損失と
して計上しております。 
なお、回収可能額は正味売却
価額と使用価値のうち、いず
れか高い方の金額で測定して
おり、正味売却価額について
は、路線価に基づく相続税評
価額により評価し、使用価値
については、将来キャッシ
ュ・フローを2.1％で割引い
て算定しております。

 ６ 減価償却実施額

 

有形固定資産

無形固定資産

賃貸固定資産

計
 

9,303 百万円

428 〃

110 〃

9,842 〃
 

9,340 百万円

463 〃

102 〃

9,906 〃
 

19,786 百万円

891 〃

227 〃

20,906 〃

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 300,819 29,662 4,586 325,895



次へ 

(リース取引関係) 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権
が借主に移転すると認
められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取
引
  借主側 ①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額
及び中間期末残高相当額

取得 
価額 
相当額

(百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器 
具及び 
備品

4,036 2,016 2,019

機械及 
び装置

613 149 464

車両 
及び 
運搬具

127 43 84

ソフト
ウェア

5 0 4

合計 4,783 2,210 2,573

①リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額
及び中間期末残高相当額

取得
価額 
相当額

(百万円)

減価
償却 
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器
具及び
備品

4,235 2,294 1,941

機械及
び装置

703 203 500

車両
及び 
運搬具

139 66 73

ソフト
ウェア

46 9 37

合計 5,125 2,573 2,552

①リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額

取得 
価額 
相当額

(百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額
(百万円)

期末 
残高 
相当額

(百万円)

工具器
具及び
備品

4,040 2,114 1,926

機械及
び装置

680 168 512

車両
及び 
運搬具

131 56 74

ソフト
ウェア

46 4 41

合計 4,899 2,344 2,555

 なお、取得価額相当額は
有形固定資産の中間期末残
高等に占める未経過リース
料中間期末残高の割合が低
いため、中間財務諸表等規
則第５条の３において準用
する財務諸表等規則第８条
の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

同左
 なお、取得価額相当額は
有形固定資産の期末残高等
に占める未経過リース料期
末残高の割合が低いため、
財務諸表等規則第８条の６
第２項の規定に基づき、
「支払利子込み法」により
算定しております。

②未経過リース料中間期末残
高相当額
１年以内 936百万円
１年超 1,636百万円

合計 2,573百万円

②未経過リース料中間期末残
高相当額
１年以内 985百万円
１年超 1,566百万円

合計 2,552百万円

②未経過リース料期末残高相
当額
１年以内 973百万円
１年超 1,581百万円

合計 2,555百万円

 なお、未経過リース料中
間期末残高相当額は、有形
固定資産の中間期末残高等
に占める未経過リース料中
間期末残高の割合が低いた
め、中間財務諸表等規則の
第５条の３において準用す
る財務諸表等規則第８条の
６第２項の規定に基づき、
「支払利子込み法」によ
り、算定しております。

同左
 なお、未経過リース料期
末残高相当額は、有形固定
資産の期末残高等に占める
未経過リース料期末残高の
割合が低いため、財務諸表
等規則第８条の６第２項の
規定に基づき、「支払利子
込み法」により、算定して
おります。

③支払リース料及び減価償却
費相当額

③支払リース料及び減価償却
費相当額

③支払リース料及び減価償却
費相当額

 支払リース料  支払リース料  支払リース料
559百万円 542百万円 1,081百万円

 減価償却費相当額  減価償却費相当額  減価償却費相当額
559百万円 542百万円 1,081百万円

④減価償却費相当額の算定方
法
 リース期間を耐用年数と
みなし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

④減価償却費相当額の算定方
法

同左

④減価償却費相当額の算定方
法

同左

２ オペレーティング・
リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

  借主側

 

１年以内 14百万円
１年超 1百万円

合計 16百万円
 

１年以内 27百万円
１年超 ―    

合計 27百万円
 

１年以内 52百万円
１年超 4百万円

合計 56百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



（１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

  

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 
１株当たり純資産額 910.87円

 
１株当たり純資産額 942.73円

 
１株当たり純資産額 934.56円

 
１株当たり中間純利益 21.46円

 
１株当たり中間純利益 21.64円

 
１株当たり当期純利益 25.23円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 企

業会計基準第２号 最終改正平成18

年１月31日）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第４号 最終改正平

成18年１月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる影響はありません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

前中間会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間会計期間末
（平成18年６月30日）

前事業年度末
（平成17年12月31日）

中間貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

― 207,359 ―

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 207,359 ―

普通株式の発行済株式数（千株） ― 220,282 ―

普通株式の自己株式数（千株） ― 325 ―

１株当たり純資産の算定に用いられた普通
株式の数（千株）

― 219,956 ―

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利益
（百万円）

4,721 4,759 5,629

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 80

（うち利益処分による取締役賞与金
（百万円））

(―) (―) (80)

普通株式に係る中間(当期)純利益 
（百万円）

4,721 4,759 5,549

普通株式の期中平均株式数（千株） 220,006 219,969 219,997



前へ 

(重要な後発事象) 

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

―――――――

 第５「経理の状況」１「中間連結

財務諸表等」の「重要な後発事象」

にて、平成18年７月19日付で株式会

社東ハトの株式を取得し、子会社化

した旨記載しております。

―――――――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第58期） (自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

平成18年３月30日 関東財務局長に提出。 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づくもの 

平成18年７月19日 関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年９月26日

 山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 

 取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている山崎製パン株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、山崎製パン株式会社及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                          以 上 

  

 
  

日 栄 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  馬  場  潤 一 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  山  田  豊  明  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年９月25日

 山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 

 取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている山崎製パン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、山崎製パン株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                          以 上 

  

 
  

日 栄 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  馬  場  潤 一 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  山  田  豊  明  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年９月26日

 山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 

 取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている山崎製パン株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第58期事業年度の中間会計期間

（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、山崎製パン株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

                                          以 上 

  

 
  

日 栄 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  馬  場  潤 一 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  山  田  豊  明  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年９月25日

 山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 

 取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている山崎製パン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第59期事業年度の中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、山崎製パン株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

                                          以 上 

  

 
  

日 栄 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  馬  場  潤 一 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  山  田  豊  明  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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